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関東地方における集団住宅建設の立地条件と経年変化
瀬戸玲子・二見昭宏
距離との関係で、郊外、丘陵地に立地していると
述べ、佐藤（1969)`)は宅地造成工事の難易を開
発前の地形から５つの類型にまとめた。楊井（19
75)`)は中高層住宅はより高層化し、さらに郊外
に広がってゆくとした。香川（1984)7)は都心部
の集合住宅は賃貸より分譲タイプが主流になりつ
つあるとした。
住宅団地建設用地の選定には、それが可能な空
地の存在、法的規制、また取得費（地価）や土地
造成費、通勤交通の便など入居者確保に関係する
諸問題がある。鉄道の所要時間は新線開業、駅新
設、特急券のいらない特急や通勤快速の組み入れ、
運転間隔短縮、地下鉄・私鉄・ＪＲの相互乗り入
れなどにより経年変化する。鉄道の不便な所では、
高速道路建設により自家用車や高速バスの利用が
可能となり、駅までの所要時間も、バス運行の改
善や自家用車利用により短縮される。通勤先は東
京都心だけとは限らない。しかし今回は、建設戸
数の年次別の県による地域差を単純に都心からの
同心円圏でみることにした。
地価（土地取得費）には交通の利便性、土地利
用、地形などが、造成費には地形・地質などが関
係する。今回は地形分類を三区分、低地、台地、
丘陵地とし、どのような地形の所が選定されたか、
裏返していえばそれまでどのような所が開発から
残されていたかをみることにした。一般的に台地
は平坦で地盤は堅固、建設条件として最もよい。
低地より－段高く、洪水の危険性も少ない。低地
は平坦ではあるが、氾濫平野の後背低地､三角州、
谷底平野、潮汐低地については、低温で地盤が軟
１．はじめに
都心機能の集中、拡大により、都心部の地価は
高騰し、通勤者は地価の安い遠方、あるいは鉄道
駅から離れた所に住宅を求めることを余儀なくさ
れる。第二次大戦後の住宅供給には、民間会社、
県・市の住宅供給公社、県・市町村自らもあたっ
たが、最も大量かつ広域にわたって集団住宅建設
に貢献したのは、日本住宅公団（昭和30年設立)、
その後、宅地開発公社を統合して住宅・宅地の供
給と総合的な都市整備を行うことになった住宅・
都市整備公団（昭和56年設立）である。良質な
住宅をできるだけ安く入手したい勤労者の要望に
応えて公団住宅は建設されてきた。住宅団地の立
地場所は、通勤可能地帯で地価が相対的に安く建
設可能な土地がどこに何時まで残っていたか、ま
た鉄道新設によって通勤可能地域がどのように拡
大していったかを映し出しているともいえる。そ
こで東京周辺地域における公団による昭和３０年
(1955）以降の建設地域と建設戸数の推移をみて
みることにした。
関東地方における住宅開発可能地の選定につい
て、かつて瀬戸（1971,1972)１，２)は地域メッシュ
(面積約１kIiiの基準メッシュ）単位に人口10,000
人以上の所を既成市街地として除外し、土地利用
区分、地形区分を地図からよみとり、これらを組
み合わせて可能地の摘出を行った。大規模住宅開
発の研究については、山鹿（1957)3)が「大規模
団地は鉄道の発達に応じているが、駅と駅の間の
土地や地価の安い所を必要とし、郊外に立地する｡」
とし、鈴木（1964)いは大規模団地は都心からの
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２．関東地方における公団住宅建設の経
年変化
(1)大規模住宅団地分布図の作成
（財）住宅共済会の「東京周辺公団住宅・宅地
分布図（1:150,000)、一覧表（平成７年版)」には
東京23区、都下、千葉・神奈川・埼玉・茨城・
栃木各県ごとに、分譲・賃貸・単身住宅別の団地
名、戸数、所在地、完成年が記載されている。こ
れをもとに1,000戸以上の団地および団地群を円
記号で示したのが図－１である。円の大きさの階
級区分は1,000～2,000戸、2,000～3,000戸、3,000
弱のため、盛土や排水工事、基礎工事に費用がか
かる。地盤沈下や洪水・高潮の危険性もある。丘
陵地や山麓は傾斜に制約され、起伏量や谷密度が
大きいので、造成工事に費用がかかる。土砂崩れ
の危険性もある。北畠（1981,1984)8,,)は大阪付
近の丘陵地の住宅地化について、傾斜角度、傾斜
方向、起伏量、谷密度を用い、経年的に解明した。
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図－１東京周辺の大規模公団住宅分布図
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～5,000戸､5,000～8,000戸、8,000～11,000戸で、
それ以上は実数に比例させることとし、各階級の
最小値の平方根を求め、係数’5／'００を乗じた
値を、ｍ単位の直径としたものを50万分の，原
図上にえがいた。この分布図を見ると、円は東京
都心付近では空白であるが、区部でも北部、東部
には存在し、都下、千葉県北西部、埼玉県南東部、
神奈川県東部に広がる。5,000戸以上の大規模団
地としては、東京都では板橋区の高島平、練馬区
と板橋区にまたがる光が丘パークタウン､多摩ニュー
ダウン、千葉県では千葉ニュータウン、千葉市高
洲・幸町・花見川、松戸市常盤平、埼玉県では三
郷市、春日部市武里、草加市松原、上尾市西上尾、
神奈川県では横浜市金沢区金沢シーサイドタウン、
港南区港南台がある。
(2)住宅団地の年次別建設総戸数、分譲・賃貸別
戸数
県別の建設総戸数の１位は千葉県（138,542戸)、
２位埼玉県（113,053戸)、以下、神奈川県（110,0
55戸)、区部（106,222戸)、都下（97,430戸）の
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(分譲・賃貸別）関東地方の住宅公団の建設戸数の変化
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あとから建設された団地は賃貸と分譲の併設が
一般的となるが、分譲のみのものもある。分譲の
場合、より広い面積が要望されるので、早期に建
設された所以外は遠い所であったり、１団地の戸
数も少な目で千戸を上回るのは多くない。
分譲のみで千戸以上の団地：埼玉県では草加市
新栄町、鷲宮町東鷲宮ニュータウン、神奈川県で
は横浜市緑区たまプラーザ、川崎市多摩区西三田
など。
(3)都心からの同心円圏別建設戸数の経年変化
都下、各県について、東京駅から半径20ｋｍ
以内、２０～３０ｋｍ、３０～４０ｋｍ、４０～５０ｋｍ、
50ｋｍ以上の同心円圏に含まれる建設戸数を、年
次区分に従い集計した。区部は大方20ｋｍ以内
圏に入るので除き、グラフ化したのが図－３であ
る。各圏域における建設戸数と1,000戸以上の団
地のある所は次の通り。
２０ｋｍ以内圏：都下では31年から４４年までの
各期に約1,000～3,000戸が武蔵野・三鷹・調布市
で建設されて終りである。神奈川県でも３５～３９
年に港北区日吉などで1,600戸が建設されて殆ど
終わった。埼玉県では２０ｋｍ以内圏の建設戸数
が最も多く、３５～39年に草加市などで6,700戸、
その後も５４年まで和光・川口市などで各期2,000
～3,000戸が建設された。千葉県では50年から５９
年の各期に5,000～6,000戸が船橋市行田、浦安市、
市川市塩浜などで建設された。この東京湾岸は低
湿な低地の農漁業地で、交通の便が悪く、住宅化
から取り残されていたが、埋立てが進み、都営地
下鉄新宿線、営団地下鉄東西線、京葉線、湾岸道
路の開通などにより交通条件がよくなって、都心
に近い新住宅地域となった。
２０～30ｋｍ圏：千葉県で35年以降、最も多く
建設されている。３５～39年には東京に近接する
松戸・柏・船橋市などで15,900戸、４０～４４年に
は松戸・船橋・習志野・千葉市花見川などで19,800
順である。年次別の区分は昭和３１年（1956）～
34年、３５～39,40～４４，４５～４９，５０～５４，５５
～59,60～平成元年、２～６年（1994）とした。
完成年が数年にわたる団地は最初の年をとりあげ
た。以下の記述で何年に建設というのは完成年
のことである。
集計して作成した年次別の建設総戸数の経年変
化を示すグラフ（図－２）をみると、東京区部、
埼玉・神奈川県は３１～34年から次第に増加して
45～49年にピークとなり、以後減少する山型を
示し、千葉県は高位の平坦面が40年から５４年ま
で長く続く。都下はピークが40～44年と早く現
れ、次の年次は減少して再び高くなる不定形を示
すが、これは用地取得難などで完成年がずれ込ん
だためかも知れない。
分譲・賃貸別の戸数の変化を見ると、初期は賃
貸住宅が中心であり、建設戸数がピークだった
45～49年、賃貸は埼玉で８３％、区部で８１％、
神奈川で68％、千葉で70％を占めていた。区部
では最初の３１～34年から分譲があったが、５０～
54年と２～６年は０である。他は10年後の40年
～44年から分譲が始まったが、建設戸数が減少
するなかで分譲の割合は増えてゆき、２～６年で
は千葉ｄ埼玉・神奈川県で過半を占めている。初
期に建設された都心に比較的近い所には賃貸住宅
だけの団地があり、１団地で千～数千戸という大
規模なものもある。
賃貸のみで千戸以上の団地：千葉県では松戸市
常盤平、柏市L豊四季台、船橋市前原、埼玉県では
南浦和、田島、草加松原、西上尾、吉川、上福岡
市霞ケ丘、区内では赤羽台、葛飾区金町、北区王
子五丁目、足立区竹ノ塚、都下では日野市多摩平、
東久留米・保谷・田無市ひばりが丘、調布市神
代、武蔵野市桜堤、久留米市東久留米、立川市若
葉町、神奈川県では藤沢市善行、横浜市栄区公田
町、茅ケ崎市浜見平ほか
４
40年以降、各期4,000戸程度建設されており、最
大は45～49年の横浜市緑区奈良、神奈川区菅田・
神大寺などの9,100戸である。都下では初期の３１
～34年から武蔵野市、東久留米市ひばりが丘な
どで5,500戸、３５～39年には3,700戸に減ずるが、
40～44年には国立・小平・清瀬・町田・東久留
米市などで12,300戸が建設された。４６年からそ
の東部が20～30ｋｍ圏に入る多摩ニュータウン
の入居が始まる。
戸、４５～49年には船橋市金杉台、八千代市高津、
千葉市美浜・花見川などで12,600戸、５０～５４年
には松戸、船橋、千葉市美浜などで6,500戸、５５
～59年には柏市松葉町、千葉ニュータウン白井
などで9,300戸が建設された。千葉県北西部には、
住宅開発可能地が広くこれまで残されていた。交
通不便なこの地に５４年、北総開発鉄道北総線
(北初富～小室)、５９年、住宅・都市整備公団千葉
ニュータウン線（小室～千葉ニュータウン）を開
設することによって千葉ニュータウン建設が可能
となった。
次に多いのは埼玉県で、４０～４４年に浦和市田
島、春日部市などで8,000戸、４５～４９年には新
座・三郷・草加市、吉川町などで14,400戸が建
設された。鉄道路線から離れていた田島、吉川、
三郷は48年、武蔵野線開通（府中本町～新松戸）
によって交通条件がよくなった。神奈川県では
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図－３関東地方の住宅公団の建設戸数の変化（距離圏別）
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３０～40ｋｍ圏：埼玉県では初期の３１～３４年
に上福岡、所沢などで4,500戸が、４０～４４年に
上尾などで6,700戸が建設された。４５～４９年に
千葉県では我孫子市、八千代市米本などで12,600
戸、神奈川県では横浜市港南区洋光台・港南台、
南区永田などで12,600戸、都下では町田・日野・
立川市などで9,300戸というように大量に建設さ
れた。
４０～50ｋｍ圏：埼玉県に多く、４５～49年に久
喜・幸手市、鷲宮町、北本・日高・坂戸市などで
14,500戸も建設され、その後も５０～54年に3,000
戸、５５～59年に6,100戸が建設された。神奈川
県では35～39年から藤沢市、横浜市栄区公田町
などで4,500戸、４０～44年に栄区飯島などで7,300
戸が建設された。神奈川県の場合、横浜を中心と
した同心円圏にすれば殆どが２０～３０ｋｍ、３０～
40ｋｍ圏に包含される。
(4)地形区分別建設戸数の経年変化
１５万分１公団住宅分布図を２万５千分１の土
地条件図、土地利用図、地形図と対照しながら、
公団住宅の立地する地形をよみとった。これらの
地図作成年次以降に建設された団地や、市街地内
の団地は所在地名を区分地図帳で探した。
地形は低地、台地、丘陵地に分け、いずれに属
すかを判定した。初期に建設された団地は台地上
の平坦面を利用しているが、あとから建設された
団地は台地地域の中でも台地を開析する谷の谷底
平野の部分、砂丘・砂堆地の中でも後背低地の部
分であったり、台地の崖・急斜面と谷底平野の低
地をならした所、丘陵地では断片的な高位の平坦
面と斜面、谷底平野を一緒に造成して緩起伏地と
した所に建設されているような場合が多い。1つ
の団地が２つ以上の地形分類にまたがる場合は面
積的に多い方の地形に属させた。県単位に年次別
に建設戸数を集計し、グラフ化したのが図－４で
ある。
区部では低地に立地する団地が多い。建設戸数
がピークであった45～49年､８７％にあたる28,000
戸が板橋区高島平、北区豊島、墨田区、江東区大
島、江戸川区で荒川低地から東京湾にかけてと、
大田区で多摩川デルタから東京湾にかけての低地
に建設された。この前後をみても、４０～４４年に
は８２％の11,000戸が足立区竹ノ塚、葛飾区、江
東区で、５０～５４年にも９０％の11,600戸が足立
区、北区、江東区で、５５～59年にも68％の8,600
戸が江戸川区でというように荒川・古利根川の低
地に立地した。台地には初期の３１～34年に5,000
戸、３５～39年に赤羽台など7,000戸が武蔵野台
地～山の手台地に建設されたが、その後は４５～
49年、５５年から元年までの各期に4,000戸ほどが
世田谷区船橋、練馬区光ケ丘など武蔵野台地に建
設されたにすぎない。
埼玉県でも低地に建設されているのが多い。建
設ピーク時の４５～４９年には６４％の23,000戸が
草加・三郷・久喜市、吉川・鷲宮町などで古利根
川低地、北本市で大宮台地開析谷に建設された｡
35～39年、４０～44年にはそれぞれ8,000戸が草
加松原、春日部市武里で古利根川低地、浦和市田
島で荒川低地に、５０年以降も各期4,000戸が111口・
三郷・浦和市などで荒川低地に建設された。台地
では、初期の３１～34年に所沢・上福岡市で、３５
～39年に上福岡・富士見市で武蔵野台地北部、
浦和市で大宮台地に、ピーク時の45～４９年には
10,700戸が上尾市で大宮台地、新座市で武蔵野台
地に、５０～54年には9,500戸が狭山・坂戸・朝
霞市で武蔵野台地北部に、５５～５９年には7,200
戸が川越市で入間川台地に建設された。丘陵地に
も僅かにあり、ピーク時の45～49年、日高市こ
ま川で関東山地縁辺部に建設されている。
千葉県では初期には台地のみであった。３５～
39年には船橋・松戸・柏市で下総台地西縁部、
40～44年には船橋市習志野台、松戸市小金原、
６
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千葉市花見川・稲毛など下総台地南西部、４５～
49年には我孫子市湖北台、八千代市米本、千葉
市花見川、５０～54年には松戸・船橋・八千代市、
沼南町大津ケ丘、５５～59年には柏市松葉町、ま
た５２年からは成田ニュータウン、５４年からはＴ
葉ニュータウンの入居が始まり、これは現在まで
続く。このように住宅団地開発は下総台地北部の
中央部、東部へと進んだ。また、低地の開発は4０
年から始まった。４０～44年に12,300戸、４５年か
ら５９年には各期8,000～9,000戸が船橋市若松、
習志野市袖ヶ浦、千葉市美浜など東京湾岸南部に
建設された。遅れて50～59年には都心に近接し
ながら取り残されていた浦安市、市川市塩浜など、
低湿で軟弱地盤の江戸川デルタ、東京湾岸の潮汐
低地を埋立てた所に建設された。
都下には低地がそもそも少なく、４０～４４年に
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が三浦半島のつけ根の東京湾岸低地に各期5,000
～6,000戸建設された。
茨城県では団地建設戸数が少なく、４０～44年
に取手市井野で利根川低地に、あとは取手市戸頭、
守谷町の常総ニュータウン、竜ケ崎ニュータウン、
つくば研究学園都市など常総台地に建設されてい
る。
以上、公団住宅の建設が、建設しやすい台地か
ら、土地条件的にやや劣り、住宅化から取り残さ
れ、地価が相対的に安い低地、造成費のかかる丘
陵地へ経年的に移って行ったことをみた。武蔵野
台地の都市化が早くから進んだのに対し、多摩川
対岸の多摩丘陵は、都心から比較的近い距離（２０
～30ｋｍ圏、３０～40ｋｍ圏）にありながら長らく
森林に覆われていた。公団住宅としては、丘陵を
横断している小田急沿線で３５年に百合ケ丘、４１
年に西三田、４２年に鶴川各団地が建設され、田
園都市線の開通（41年溝の口～長津田、４３年
～つくし野、４７年～すずかけ台、５１年～
つきみ野、５９年～中央林間）に伴って、沿線で
43年にたまプラーザ団地､５８年以降から港北ニュー
タウンの建設と丘陵中部で、また横須賀線沿線で
39年に公田町団地、根岸線沿線で４５年に洋光台
団地、４８年根岸線延伸（洋光台～大船）に伴い、
49年から港南台団地の建設と丘陵南部で先行し
た。西部では開発が遅れたが､４６年から多摩ニュー
タウンの建設が始まり、現在まで続いている。多
摩丘陵西部は交通網の空白地域であったが、京王
相模原線延伸（46年京王多摩川～京王よみう
りランド、４９年～京王多摩センター、６３年
～南大沢、２年～橋本)、小田急多摩線開通
(49年新百合ケ丘～小田急永山、５０年～小田
急多摩センター、２年～唐木田）により、居住
環境のよい都心への通勤住宅地となった。次章では
この多摩丘陵の中部のサンプル地域を取り上げ、丘
陵の地形と集団住宅の増加について経年的にみる。
調布市神代で武蔵野台地開析谷の谷底平野に建設
された例があるくらいである。初期の３１年から
39年には日野市多摩平で日野台地、武蔵野・三
鷹市、東久留米市ひばりが丘で武蔵野台地に建設
された。４０～44年には国立・小平・立川・府中・
清瀬・東久留米市で12,000戸、それ以降も立川・
昭島などで各期2,000～6,000戸が武蔵野台地に建
設されていった。４０年以降、多摩丘陵の住宅開
発が行われるようになる。４０～44年、町田市鶴
川・山崎、日野市百草などで9,200戸が多摩丘陵
中部に建設され、４６年からは多摩ニュータウン
の入居が始まり、４５～49年に10,600戸、以後各
期7,000～8,000戸が建設され、平成２～６年には
4,500戸に減少したが建設は続いている。
神奈111県では35～39年から川崎市麻生区百合
ケ丘、横浜市栄区公田町など多摩丘陵中・南部で
3,700戸、４０～44年には川崎市多摩区三田、横浜
市緑区美ケ丘（たまプラーザ）など丘陵中部、横
浜市旭区左近山、栄区飯島など丘陵南部に合わせ
て9,900戸、４５～４９年には麻生区下麻生で丘陵
中部に、横浜市緑区・旭区・南区､港南区港南台・
洋光台など丘陵南部に合わせて14,600戸が建設
された。５０～54年にも港南台、麻生区虹ケ丘な
どで7,700戸、５５～５９年にも緑区あざみ野など
で6,200戸、２～６年にも4,100戸と、多摩丘陵
中・南部での建設が続いている。台地では、初期
の３１～34年、横浜市保土ケ谷区明神台で多摩丘
陵東部の段丘面に、４０～44年、藤沢市善行、大
和市などで6,700戸が相模原台地南部に、４５～４９
年、保土ケ谷区、神奈川区菅田・神大寺などで
5,200戸が丘陵東部の段丘面に建設された。低地
には35～39年、藤沢市辻堂、茅ケ崎市浜見平な
どで10,000戸が相模川河口低地に、４０～44年、
茅ケ崎市鶴ケ台で3,700戸が相模川下流の砂丘間
低地に、４５～49年には秦野市下大槻などで、ま
た５０年から５９年には金沢区のシーサイドタウン
８
ばした１万分１写真
５４年（1979）撮影、１万分１写真
元年（1989）撮影、１万分ｌ写真
先ず、元年撮影の１万分１空中写真と３年のゼン
リンの住宅地図「多摩区、麻生区、宮前区」を使っ
て現況をおさえ、それがいつ立地したかを調べた。
斜面をそのまま利用して階段状に建てられている
集合住宅については現地調査も行なった。撮影年
の関係で年次区分は次のようにした。
36年（1961）以前：第１期、３７年（1962）～４６
年（1971）：第Ⅱ期、４７年（1972）～54年(1979）
：第Ⅲ期、５５年（1980）～元年（1989）：第Ⅳ期
(2)集合住宅の立地と地形分類
地形分類は低地、台地・段丘、斜面、人工平坦
化地、階段状平坦化地の５区分とし、上記空中写
真の判読と次の地形図の読みとりにより、元年
(1989）と３６年（1961）における地形分類図を作
成した。
３５年の２万５千分１地形図「溝の口」
３６年、３７年の２千５百分１地形図（川崎市都
市計画基本図）を１／２に縮小して市役所で保
存しているもの「登戸、生田緑地、菅、西生田、
長沢、稲城、細山、百合ケ丘」
５６年の２万５千分ｌ土地条件図「東京西南部」
元年の１万分１地形図「百合丘、調布」
元年の２千５千分１地形図（川崎市都市計画基
本図）「登戸、生田緑地、菅、西生田、長沢、
稲城、細山、百合ケ丘」
３６年の地形分類が図－５で、年次別に小記号
で集合住宅の分布も表示してあるので、当時の地
形の状態、この時既に集合住宅が立地していたの
はどういう地形の所か、その後建設された集合住
宅については立地以前にはどういう地形であった
か、年次別にどういう地形の所から建設されて行っ
たかを知ることができる。元年における地形分類
を、同じ集合住宅分布と共に示したのが図－６で、
３．多摩丘陵中部における地形と集合住
宅立地の経年変化
多摩丘陵の標高は西部で220ｍ、東～南部では
50ｍくらいに低下し、上位・中位の段丘面がか
なり広く見られる。サンプル地域のここ丘陵中部
では丘頂の標高が約120ｍ～８０ｍ、多摩川低地
の標高は西で30ｍ、東で20ｍ、丘陵の開析谷の
谷底平野沿いに高位・上位の段丘面がついている。
丘陵地域の地形は丘頂の平坦面、樹枝状の開析谷
の谷壁斜面、谷底平野からなる。斜面の傾斜角度
は造成の難易、斜面災害の危険性に関係し、斜面
方位は日当たり、風向など居住環境に関係する。
１戸建てより集合住宅の方が造成面積が大きいの
で起伏量、谷密度、傾斜角度により大きく影響さ
れ、工事費がかかり、斜面方位は販売価格にも影
響を与える。ここでは地形分類、傾斜角度、斜面
方位と集合住宅の立地との関係をみることにした。
範囲は小田急線生田駅～読売ランド駅～百合ケ丘
駅を中心とした東西、南北とも約４ｋｍ、川崎市
多摩区、麻生区の一部である。この範囲には公団
住宅の百合ケ丘（35年、1,544戸)、アーベイン百
合ケ丘（62年、２３戸)、西三田（41年、1,108戸)、
寺尾台（45年、４１２戸)、星が丘パークランド（６０
～62年、５団地977戸）が含まれる。ほかに川
崎市住宅供給公社、市営高石団地などもある。こ
こでは地形図のよみとりと計測、空中写真の判読
による調査方法をとったので、公団住宅という管
理区分によらず、建物の長さ２０ｍ以上の集合住
宅を取り上げることにした。縮尺１万分１の空中
写真の場合、２０ｍは２mmとなる。
(1)集合住宅立地の経年変化
集合住宅の摘出は国土地理院の撮影時期の異な
る次の空中写真の判読によった。
３６年（1961）撮影、４万分ｌ写真を２倍引き伸
ばした２万分１写真
４６年（1971）撮影、２万分１写真を２倍引き伸
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図－５多摩丘陵中部の昭和３６年（1961）の地形分類と集合住宅の立地
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図－６多摩丘陵中部の平成元年（1989）の地形分類と集合住宅の立地
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36年の図と比較すると、谷底平野が埋められ、台
地や斜面が人工平坦化地、斜面が階段状平坦化地
になって、低地、斜面が縮小しているのがわかる。
第１期～第Ⅳ期の年次別に各棟が元々どういう
地形の所に立地したかを読みとり、集計したのが
図－７の地形別立地棟数である。いずれの時期も
斜面が最も多い。低地は第Ⅲ期まで増加、第Ⅳ期
には減少、台地は第Ⅲ期に第Ⅳ期より減少、斜面
も第Ⅲ期に減少しているが第Ⅳ期には著しく増加
している。図－８の累積立地棟数の推移は斜面へ
の立地が近年急増していることを示す。地形分類
別累積立地棟数の構成比では、台地の割合は減少
してゆき、低地は第Ⅲ期まで増加して第Ⅳ期に減
少、斜面への立地はいずれの時期も５０％を越え
ているが、第Ⅲ期まで減少して第Ⅳ期に増加して
いる。
(3)集合住宅の立地と傾斜角度
集合住宅が立地した地点の傾斜角度は、地形図
上で等高線と直角方向にはかった等高線間の水平
距離と高度差から三角関数を使って求める。各棟
が建設される以前の地形の傾斜を出すため、手順
として、元年の１万分１空中写に写っている集合
住宅を元年の１万分１地形図にプロットし、同年
の２千５百分１地形図に移し替え、３６，３７年の５
千分１地形図（２千５百分１地形図を１／２に縮
小したもの）に記入してこの図上で計測した。ま
た３５年の２万５千分１地形図にも記入した。傾
斜角度の階級区分は国土調査の地形分類にならっ
て８°未満、８。～14Ｐ、１５゜～19゜、２０゜～29.,
30°以上の５区分とした。集合住宅の立地地点ご
とに傾斜階級を表示したのが図－９である。市営
高石団地は８゜未満、３５年建設の百合ケ丘団地
は８゜～14゜、４１年建設の西三田団地、４５年建
設の寺尾台団地は20゜～２９．，６０～62年建設の
星が丘パークランドは２０゜～２９．，３０゜以上と
いうように、大規模団地の立地は経年的に緩傾斜
地から急傾斜地に移っている。
年次別に集合住宅の傾斜角度階級別棟数を集計
したのが図－１０である。各期とも８°未満が最
も多く、第１期から増加している。８。～１４゜
は各期に余り変化がなく、２０゜～29゜は第Ⅱ期、
第Ⅳ期に急増し、３０゜以上も第Ⅳ期に急増してい
る。図－１１は傾斜角度別累積立地棟数の推移を
示す。傾斜角度別累積立地棟数の構成比でいえば、
８．未満は各期とも４０％を占め、第Ⅲ期まで増
加したが第Ⅳ期に減少、８。～１４゜は第Ⅱ期に
急減しその後も減少、代わって２０°以上の急傾
斜地が増えている。８゜未満は第Ⅳ期に最大の立
地棟数を示したが、累積立地棟数の構成比では第
Ⅲ期より減少している。２０゜以上の急傾斜地の立
地が増えているためである。ただし同じ階級の増
減傾向の比較はできるが、２０～２９°は階級区分
の幅が広いので、出現度数は半分と考えるのがよ
い。
(4)集合住宅の立地と傾斜方向
傾斜方向は、３６年、３７年の５千分ｌ地形図に
記入した各棟の中心点でよみとった。北東、北、
北西を北向き系（Ｎ)、南東、南、南西を南向き
系（Ｓ)、東（Ｅ)、西（Ｗ）の４区分とした。各
棟の立地する位置に表示したのが図－１２である。
１棟が２方向以上の斜面にまたがる場合はそれぞ
れ矢印で示した。斜面に階段状に建てられている
集合住宅は記号を丸で囲って示した。百合ケ丘団
地、高石団地、西三田団地、星が丘パークランド
などの大規模な団地は北向き系の傾斜地を利用し
ているのが多い。
１棟が２方向以上にまたがる１４％を除いて、
傾斜方向別立地棟数を示したのが図-13である。
各期とも北向き系が南向き系を上回り、最多数を
占め、第Ⅱ期、第Ⅳ期に増加が著しい。図－１４
は傾斜方向別累積立地棟数の推移を示すもので、
南向き系より北向き系、西より東の伸びが大きい。
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図－１４集合住宅の傾斜方向別累積立地棟数の推移
傾斜方向別累積立地棟数の構成比の推移をみると、
各期とも北向き系が46％以上であるが、次第に
減少し、南向き系の構成比が増加している。また、
西向きが減少、東向きの構成比は第Ⅲ期まで増え
ている。ただし北向き系と南向き系は３方位の合
計なので東、西とは１／３で比較する必要がある。
(5)集合住宅立地地点の傾斜角度と傾斜方向の組
み合わせ
集合住宅各棟の立地地点の傾斜角度階級と傾斜
方向区分を組み合わせた棟数を年次別に示したの
が表－１である。第１期はIこ北向き系が５０％、
うち８°未満が62％である。建設戸数が３倍近
く増加した第Ⅱ期には北向き系が４７％を占める
が、うち８°未満が65％を占め、８～14゜は９
％、２０～29.は１４％である。南向き系は33％、
うち８゜未満が33％、８～14°が15％、２０～29.
が29％と、北向き系に比べ急傾斜地の立地が多
い。東は１２％であるが、２０～２９．に４６％が集
中し、西は８％と最も少なく、同じように２０～２
９°に44％が集中している。第Ⅲ期には北向き系
が44％で、うち８°未満６９％、２０～２９゜が１２
％である。南向き系は３２％あるが、うち８°未
満は40％で、１４～19゜が２１％、２０～２９゜が１６
％と、やはり北向き系に比べ急傾斜地が多い。東
(よl６％あり、うち８．未満が42％を占める。西
は７％と少ないが20～29゜が60％である。
第Ⅳ期には棟数は第Ⅲ期の１．７倍増加、北向き
系が４６％を占め、うち８゜未満が５５％、２０～
29゜が23％、３０°以上が１３％である。南向き系
は38％あるが、２０～２９゜が３２％と最も多く、
８゜未満が26％、３０°以上が19％あり、同じく
北向き系より急傾斜地が多い。東は１２％で、う
ち８°未満が４０％である。西は４％しかない。
第Ⅳ期で顕著なことは斜面にもたれかかるように
建てられた階段状の集合住宅の出現である。下の
階の屋根を上の階のベランダとするルーフバルコ
ニーである。この住宅４１戸のうち南向き系が６３
％を占め、うち２０～29°が46％、３０°以上も４６
％あり、日当たりのよい南向き斜面に多く建設さ
れていることがわかる。北'可き系も２０～２９．が
47％、３０゜以上が30％で急傾斜地が利用されて
いることは同じである。
各期を通して８．未満に立地棟数が最も多い
のは、傾斜方向にかかわらず傾斜角度の小さい所
を優先して開発、利用していること、８．未満の
なかで北向き系が最も多いのは、調査範囲内に北
向き系斜面の面積が南向き系斜面より元々多くか
つ、集合住宅が建設できる余地がそれまで多く残
1５
表－１傾斜角度別・傾斜方向別の立地棟数の推移
傾斜度
傾斜方向
８．未満 ８。～１４。 １５。～１９。 ２０。～２９。 ３０．以上
計の（）は傾斜方向が２方向以上にまたがるものを除外しない場合
＊はうち階段状の集合住宅の棟数
蔵野台地には都市的利用地が広がり、多摩川低地
にも都市的利用地（集落）が散在している。しか
し多摩丘陵地域では多摩川低地寄りの小田急沿線
に－部都市的利用地があるが、森林地が大部分を
占めている。平成２年の状態をみると、武蔵野台
地、多摩川低地に耕地・荒地は殆どなくなり、多
摩丘陵地域でも森林地、耕地・荒地は激減し、都
市的利用地が広く占めている。また多摩丘陵西部
には森林地から耕地・荒地になった所がみられる。
されていたことである。８．以上の各傾斜階級で
は第Ⅱ期以降、北向き系より南向き系の方に立地
棟数が多いが、これは日当たりのよい南向き斜面
は傾斜が大きくても利用性が高いことで、特に第
Ⅵ期になって出現した階段状の集合住宅にこのこ
とがいえる。
(6)周辺地域の土地利用の変化
調査範囲および周辺地域について、集合住宅の
立地の経年変化をみた３０年間の、土地利用の変
化を示す図を５万分１地形図のよみとりによって
作成した。図－１５は昭和３６年（1961)、３７年の
地形図「八王子、東京西南部｣、図－１６は平成２
年（1990)、３年の地形図である。土地利用区分
は都市的利用地（集落を含む）と、農業的利用地
を二分し森林地、耕地・荒地とした。３６年の状
態をみると、多摩川低地と多摩丘陵を開析する谷
の谷底平野は耕地となっていて、多摩川北岸の武
４．おわりに
公団住宅の増加は通勤者の増加、通勤圏の拡
大をもたらした。これに先だって瀬戸（1994,
1995)１Ｍ)が「昭和40年～60年の東京都特別区部
への通勤人口分布の変化」で示した通勤流出人口
の急増期40～50年は、公団住宅建設のピーク時
45～49年（都下は４０～44年）と一致し、急増
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した市町村は公団住宅が大量に建設された所と一
致する場合が多いことが明らかになった。鉄道の
新設、乗換・待ち時間の短縮、急行の組み入れな
どにより時間距離は短縮され、通勤圏は拡大した。
公団住宅の建設地は都心から次第に遠くなった。
一方、都心に直線距離的には近くても交通の便の
悪かった所、士地条件的に取り残されていた所も
ある。瀬戸ほか（1971)12)はかって関東地方につ
いて、地域メッシュ（約１kuiの基準メッシュ）単
位に鉄道による所要時間十駅までの所要時間＋待
ち時間で東京電車環状線からの時間距離を計算し、
メッシュマップを作成した。都心から２０～３０kｍ
圏にありながら建設時期が遅く、かつ大量に建設
が行われた地域をこの時間距離メッシュマップと
対比させると、千葉県の東京湾岸低地・埋立地、
区内東部から埼玉県南東部にかけての荒川低地が
0.5～１時間圏に入る。都心から３０～40km圏に
ついては埼玉県東部の古利根川低地、千葉県の下
総台地中北部が１．５～２時間圏、多摩丘陵西部が
１～１．５時間圏となる。
今回は東京都心からの同心円としたが、神奈川
県は横浜中心地からの同心円も考慮する必要があ
る。今回は県単位としたが、都心からの同心円圏
の面積、地形分類別の面積が県により異なるので、
これらの比を勘案した建設戸数を出してみる必要
もあろう。また鉄道駅から１，２，３ｋｍ以内圏
ごとに立地する戸数を集計したり、鉄道による所
要時間を30分ごとに階級区分し、合計して時間
距離圏で戸数を出す方法も考えられる。
多摩丘陵については、写真判読と地形図計測の
方法を使って、集合住宅の立地と斜面の傾斜角度、
傾斜方向の関係を分析したが、傾斜角度の階級区
分を等間隔にした場合、傾斜方向の区分を８方位
にした場合の戸数をだしてみる必要がある。地形
的要因としてはこのほか起伏量、谷密度もあり、
ほかに地質、地下水、地表水などの要因もあって
工事方法、造成費用が変わってくる。土地利用そ
の他社会・経済的要因によって地価が変わり、開
発主体の考え方、行政施策、居住者の居住環境に
対する評価など様々なので立地要因は複雑である。
本稿は瀬戸が日本国際地図学会、平成７年度定期大会
(７月２５～２６日、明治大学）で発表した「関東地方に
おける昭和３１年（1956）～平成６年（1994）の公団に
よる住宅開発と立地条件」と、瀬戸ゼミの二見が平成５
年４月に提出した卒業論文「多摩丘陵における集合住宅
の立地_小田急沿線での1961年～1989年の変化を中心
に－」をもとに瀬戸が執筆した。３．の多摩丘陵の図・
表は二見が作成した原図を瀬戸が一部加筆・修正して
使用した。
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